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最 近 の 経 済 情 勢 と 政 策 運 営  

― 回　顧　と　展　望 ― 

Ⅰ　回　顧

１．令和４年度の我が国経済

　我が国経済は，コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進
みつつある中，緩やかな持ち直しが続いている。その一方で，
世界的なエネルギー・食料価格の高騰や欧米各国の金融引締
め等による世界的な景気後退懸念など，我が国経済を取り巻
く環境には厳しさが増している。
　政府としては，こうした景気の下振れリスクに先手を打ち，
我が国経済を民需主導の持続的な成長経路に乗せていくた
め，「物価高・円安への対応」，「構造的な賃上げ」，「成長の
ための投資と改革」を重点分野とする「物価高克服・経済再
生実現のための総合経済対策」（令和４年10月28日閣議決定。
以下「総合経済対策」という。）を策定した。その裏付けと
なる令和４年度第２次補正予算等を迅速かつ着実に実行し，
万全の経済財政運営を行う。
　こうした下で，令和４年度の我が国経済については，実質
国内総生産（実質 GDP）成長率は1.7％程度，名目国内総生
産（名目GDP）成長率は1.8％程度となることが見込まれる。
消費者物価（総合）については，エネルギーや食料価格の上
昇に伴い，3.0％程度の上昇率になると見込まれる。

２．四半期国内総生産の概要

①令和４年４～６月期
　実質 GDPは，前期比1.2％（年率4.7％）となり，その内容
を見ると，民需寄与度0.9％，公需寄与度0.2％，外需寄与度
0.2％となった。
②令和４年７～９月期
　実質 GDPは，前期比△0.3％（年率△1.1％）となり，その
内容を見ると，民需寄与度0.3％，公需寄与度0.0％，外需寄
与度△0.6％となった。
③令和４年10～12月期
　実質 GDPは，前期比0.0％（年率0.1％）となり，その内容
を見ると，民需寄与度△0.4％，公需寄与度0.1％，外需寄与

度0.4％となった。

Ⅱ　展　望

１．令和５年度経済財政運営の基本的態度

　経済財政運営に当たっては，総合経済対策を迅速かつ着実
に実行し，物価高を克服しつつ，新しい資本主義の旗印の下，
社会課題の解決に向けた取組を成長のエンジンへと転換し，
我が国経済を民需主導で持続可能な成長経路に乗せていく。
　今後とも，大胆な金融政策，機動的な財政政策，民間投資
を喚起する成長戦略を一体的に進める経済財政運営の枠組み
を堅持し，民需主導の自律的な成長とデフレからの脱却に向
け，経済状況等を注視し，躊躇なく機動的なマクロ経済運営
を行っていく。
　かかる認識の下，以下の重点分野について，計画的で大胆
な投資を官民連携の下で推進する。民主導での成長力の強化
と「構造的な賃上げ」を目指し，リスキリング支援も含む「人
への投資」の抜本強化と成長分野への労働移動の円滑化，地
域の中小企業も含めた賃上げ等を進める。また，科学技術・
イノベーション，スタートアップ，グリーントランスフォー
メーション（GX），デジタルトランスフォーメーション（DX）
といった成長分野への大胆な投資を，スタートアップ育成５
か年計画や GXロードマップ等に基づき促進する。
　さらに，サプライチェーンの再構築・強靱化，企業の国内
回帰など，国内での「攻めの投資」，輸出拡大の推進により，
我が国の経済構造の強靱化を図る。半導体を始めとする重要
な物資の安定供給の確保や先端的な重要技術の育成等による
経済安全保障の推進，食料安全保障及びエネルギー安全保障
の強化を図る。
　こども・若者・子育て世帯への支援等の少子化対策・こども
政策の充実を含む包摂社会の実現，機動的で力強い新時代リア
リズム外交の展開や「国家安全保障戦略」１等に基づく防衛力の
抜本的強化など外交・安全保障環境の変化への対応，地方活性
化に向けた基盤づくり，防災・減災，国土強靱化等の国民の安全・
安心の確保など「経済財政運営と改革の基本方針2022」２に沿っ

１　令和４年12月16日国家安全保障会議決定及び閣議決定
２　令和４年６月７日閣議決定
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て重要政策課題に取り組み，その成果を地方の隅々まで届ける。
　新型コロナウイルス感染症対策について，ウィズコロナの
下，国民の命と健康を守りながら，感染拡大防止と社会経済
活動の両立を図る。
　経済財政運営に当たっては，経済の再生が最優先課題であ
る。経済あっての財政であり，順番を間違えてはならない。
必要な政策対応に取り組み，経済をしっかり立て直す。そし
て，財政健全化に向けて取り組む。政策の長期的方向性や予
見可能性を高めるよう，単年度主義の弊害を是正し，国家課
題に計画的に取り組む。
　日本銀行には，経済・物価・金融情勢を踏まえつつ，２％
の物価安定目標を持続的・安定的に実現することを期待する。

２．令和５年度の経済見通し

　令和５年度については，「１．令和５年度の経済財政運営
の基本的態度」に基づき，物価高を克服しつつ，計画的で大
胆な投資を官民連携で推進するなど新しい資本主義の旗印の
下，我が国経済を民需主導で持続可能な成長経路に乗せるた
めの施策を推進する。こうした取組を通じ，令和５年度の実
質 GDP成長率は1.5％程度，名目 GDP成長率は2.1％程度と民
間需要がけん引する成長が見込まれる。消費者物価（総合）
については，各種政策の効果等もあり，1.7％程度の上昇率
になると見込まれる。
　ただし，引き続き，海外景気の下振れが我が国の景気を下
押しするリスク，物価上昇や供給面での制約，金融資本市場
の変動等の影響に十分注意する必要がある。
①実質国内総生産（実質GDP）
⒤　民間最終消費支出
　コロナ禍からの回復や各種政策の効果，雇用・所得環境の
改善が進むことにより，増加する（対前年度比2.2％程度の
増）。
ⅱ　民間住宅投資
　総合経済対策による省エネ支援策など各種政策の効果を通
じ，増加する（対前年度比1.1％程度の増）。
ⅲ　民間企業設備投資
　新しい資本主義に向けた官民連携投資を始め，総合経済対
策を呼び水とした民間投資が促進され，増加する（対前年度

比5.0％程度の増）。
ⅳ　政府支出
　総合経済対策による政府支出はあるものの，前年度までの
コロナ対策関連経費の減少等が見込まれるため，前年度比で
は減少する（対前年度比1.9％程度の減）。
ⅴ　外需（財貨・サービスの純輸出）
　海外経済の減速に伴い，減少する（実質 GDP成長率に対
する外需の寄与度△0.1％程度）。
②実質国民総所得（実質GNI）
　海外からの所得増加が見込まれることにより，実質 GDP
成長率を上回る伸びとなる（対前年度比1.8％程度の増）。
③労働・雇用
　経済の回復とともに雇用環境が改善する中で，雇用者数は
増加し（対前年度比0.2％程度の増），完全失業率は低下する
（2.4％程度）。
④鉱工業生産
　内需の回復に伴い，増加する（対前年度比2.3％程度の増）。
⑤物価
　消費者物価（総合）上昇率は，エネルギー・食料価格の上
昇が見込まれるものの，総合経済対策による電気・ガス料金，
燃料油価格の抑制効果等もあって，1.7％程度と前年度より
上昇幅は縮小する。GDPデフレーターは国内需要の拡大と
ともに上昇する（対前年度比0.6％程度の上昇）。
⑥国際収支
　輸入価格上昇の影響を背景に貿易収支の赤字は続くもの
の，海外からの所得収支がプラスを維持することで経常収支
は黒字を維持する（経常収支対名目 GDP比1.3％程度）。
　
（注１）�　本経済見通しに当たっては，「１．令和５年度の経

済財政運営の基本的態度」に記された経済財政運営を
前提としている。

（注２）�　我が国経済は民間活動がその主体をなすものである
こと，また，特に国内外の感染症の動向や国際環境の
変化には予見しがたい要素が多いことに鑑み，上記の
諸計数はある程度幅を持って考えられるべきものであ
る。
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（資料１）主　要　経　済　指　標　の　動　向

項　　　　　目 単　位 令和３年度 令和４年度 3/　
1－3

4/　
4－6

4/　
7－9

4/　　
10－12

4/　
1－3 5/4 5/5 5/6

Ｇ

Ｄ

Ｐ

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　

実 質 成 長 率

内 需

民 間 消 費

民 間 住 宅

設 備 投 資

政 府 支 出

外 需

名 目 成 長 率

前期比　％ 

前年比　％ 

寄与度　％ 

前期比　％ 

前期比　％ 

前期比　％ 

前期比　％ 

寄与度　％ 

前期比　％ 

前年比　％ 

2.7 

1.9 

1.5 

△0.6 

2.3 

3.4 

0.8 

2.5 

1.4 

1.9 

2.5 

△3.0 

3.1 

0.7 

△0.6 

2.0 

△0.5 

0.6 

△0.1 

△1.0 

△1.2 

0.1 

0.6 

△0.4 

0.3 

1.0 

1.3 

1.7 

1.1 

1.8 

△1.8 

1.7 

0.4 

0.1 

1.0 

1.4 

△0.3 

1.5 

0.3 

△0.0 

△0.1 

1.7 

△0.0 

△0.6 

△0.8 

1.1 

0.0 

0.4 

△0.3 

0.2 

0.9 

△0.7 

0.2 

0.3 

1.2 

1.6 

0.9

2.0

1.2

0.6

0.7

1.8

0.1

△0.3

2.3

4.0

生

産

　
　
　

鉱 工 業 生 産

鉱 工 業 出 荷

鉱 工 業 在 庫

前期比　％ 

前期比　％ 

前期比　％ 

5.5 

4.1 

7.9 

△0.3 

△0.1 

2.3 

0.8 

1.3 

0.9 

△1.4 

△0.6 

△1.5 

3.1 

1.7 

3.5 

△1.7 

△1.4 

△0.3 

△1.8 

△1.0 

0.7 

0.7 

△0.2 

△0.1 

△2.2 

△1.1 

1.8 

2.4

1.6

0.2

所
得
・
消
費

毎 月 勤 労 統 計
現 金 給 与 総 額

家 計 調 査
（２人以上世帯）
実 質 消 費 支 出

商 業 動 態 統 計
小 売 業

前年比　％ 

前年比　％ 

前年比　％ 

0.7 

1.6 

1.8 

1.9 

0.7 

4.1 

1.5 

1.8 

0.3 

1.5 

0.3 

2.8 

1.7 

3.6 

3.7 

2.9 

△0.5 

3.6 

0.9 

△0.4 

6.4 

0.8 

△4.4 

5.1 

2.9 

△4.0 

5.8 

2.3

△4.2

5.6

投

資

　
　
　
　

新設住宅着工戸数

法 人 企 業 統 計
設 備 投 資
（除ソフトウェア）

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

総戸数　万戸 

前期比　％ 

前年比　％ 

前年比　％ 

前年比　％ 

86.6 

6.6 

9.3 

4.4 

11.6 

86.1 

△0.6 

87.1 

1.2 

5.0 

5.9 

4.6 

85.3 

△2.1 

3.5 

11.9 

△0.9 

86.3 

1.2 

8.0 

6.6 

8.8 

85.1 

△1.3 

6.3 

5.5 

6.7 

87.6 

2.9 

10.0

10.7

9.6

77.1 

△12.1 

86.2 

11.8 

81.1

△5.9
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（資料１）主　要　経　済　指　標　の　動　向（続）

項　　　　　目 単　位 令和３年度 令和４年度 3/　
1－3

4/　
4－6

4/　
7－9

4/　　
10－12

4/　
1－3 5/4 5/5 5/6

物

価

　
　
　
　
　

消 費 者 物 価
（全国，生鮮除く総合）

企 業 物 価 指 数

ＧＤＰデフレー
ター

前年比　％ 

前年比　％ 

前年比　％ 

0.1 

7.1 

△0.1 

3.0 

9.4 

0.7 

0.6 

9.3 

0.4 

2.1 

9.7 

△0.3 

2.7 

9.6 

△0.4 

3.7 

10.0 

1.2 

3.5 

8.4 

2.0

3.4 

6.1 

3.2 

5.3 

3.3

4.3

雇

用

　
　
　
　

完 全 失 業 率
（ 季 節 調 整 済，
四半期は原数値）

有 効 求 人 倍 率
（ 季 節 調 整 済 ）

　　　　％ 

　　　　倍 

2.8 

1.16 

2.6 

1.31 

2.7 

1.21 

2.7 

1.25 

2.6 

1.30 

2.4 

1.35 

2.6 

1.34 

2.6 

1.32 

2.6 

1.31 

2.5

1.30

収

益

等

　
　

　
　

企 業 倒 産 件 数

法 人 企 業 統 計
経 常 利 益

日銀短観（全国企業）
経 常 利 益

前年比　％ 

前年比　％ 

前年比　％ 

△16.5 

33.5 

42.7 

15.1 

16.2

△3.2 

13.7 

4.4 

17.6 

9.5 

18.3 

15.9 

△2.8 

30.0 

4.3

25.5 34.7 41.0

金

融

　
　
通貨供給量M 2

国内銀行貸出約定
平均金利（新規）

前年比　％ 

期末値　％ 

5.0 

0.66 

3.1 

0.71 

3.5 

0.66 

3.3 

0.72 

3.4 

0.67 

3.0 

0.75 

2.6 

0.71 

2.6 

0.69 

2.6 

0.58 

2.6

0.70

国

際

収

支

　
　
　
　

　
　
　
　

　
　
　
　

通 関 輸 出 数 量

円 建

通 関 輸 入 数 量

円 建

貿 易 収 支

経 常 収 支

円 レ ー ト

前年比　％ 

　　　億円 

前年比　％ 

　　　億円 

　　　億円 

　　　億円 

　 　円/＄ 

10.4 

858,736 

4.2 

914,603 

△15,432 

201,522 

112.38 

△3.9 

992,262 

△1.5 

1,209,808 

△180,276 

94,294 

135.43 

△0.9 

219,777 

1.3 

253,742 

△19,236 

48,640 

116.32 

△3.1 

239,409 

△1.2 

285,369 

△37,270 

23,464 

129.71 

0.2 

256,313 

1.1 

319,428 

△54,544 

24,165 

138.24 

△3.6 

266,250 

△3.4 

322,870 

△46,388 

19,198 

141.25 

△8.8 

230,289 

△4.1 

282,141 

△42,076 

27,468 

132.33 

△6.1 

82,890 

△0.4 

87,253 

△1,131 

18,951 

133.33 

△6.4 

72,920 

△5.2 

86,742 

△11,867 

18,624 

137.37 

△4.8

87,438

△6.0

87,007

3,287

15,088

141.19

（注）　1.　上記経済指標は令和５年8月23日現在の値である。�
　　  2.　前年比は原系列。前期比は季節調整済前期比。
　　  3.　円レートについては，インターバンク，中心相場，平均値。
（出典）内閣府，経済産業省，厚生労働省，総務省，国土交通省，財務省，東京商工リサーチ，日本銀行
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（資料２）主　　要　　経　　済　　指　　標

令和３年度
（実績）

令和４年度
（実績見込み）

令和５年度
（見通し）

対前年度比増減率
令和３年度 令和４年度 令和５年度

兆円
（名目）

兆円程度
（名目）

兆円程度
（名目）

％
（名目）

％
（実質）

％程度
（名目）

％程度
（実質）

％程度
（名目）

％程度
（実質）

国 内 総 生 産 

民 間 最 終 消 費 支 出  

民 間 住 宅 

民 間 企 業 設 備 

民間在庫品増加（　）内は寄与度 

政 府 支 出 

政 府 最 終 消 費 支 出  

公 的 固 定 資 本 形 成  

財 貨・ サ ー ビ ス の 輸 出  

（控除）財貨・サービスの輸入  

550.5 

296.2 

21.1 

90.1 

1.1 

148.7 

119.0 

29.8 

103.6 

110.4 

560.2 

312.9 

21.3 

97.5 

1.9 

150.7 

121.3 

29.6 

124.2 

148.3 

571.9 

323.0 

21.7 

103.5 

1.8
148.2 

118.6 

29.6 

130.0 

156.4 

2.4 

2.7 

6.3 

4.7 

（0.4）
2.9 

4.5 

△3.3 

22.8 

30.1 

2.5 

1.5 

△1.1 

2.1 

（0.3）
1.3 

3.4 

△6.4 

12.3 

7.1 

1.8 

5.6 

0.9 

8.2 

（0.1）
1.3 

1.9 

△0.5 

19.9 

34.4 

1.7 

2.8 

△4.0 

4.3 

（0.1）
△0.1 

1.0 

△4.3 

4.7 

6.9 

2.1 

3.2 

1.9 

6.2 

（△0.0）
△1.6 

△2.2 

0.0 

4.7 

5.4 

1.5
2.2
1.1
5.0

（0.0）
△1.9
△2.3
△0.5

2.4
2.5

内 需 寄 与 度 

民 需 寄 与 度 

公 需 寄 与 度 

外 需 寄 与 度 

3.6 

2.8 

0.8 

△1.2 

1.8 

1.4 

0.4 

0.8 

4.9 

4.5 

0.4 

△3.2 

2.3 

2.3 

△0.0 

△0.5 

2.5 

2.9 

△0.4 

△0.4 

1.6
2.1

△0.5
△0.1

国 民 所 得 

雇 用 者 報 酬 

財 産 所 得 

企 業 所 得 

395.9 

289.5 

27.4 

79.0 

409.9 

295.7 

27.6 

86.5 

421.4 

304.7 

27.8 

88.9 

5.5 

2.1 

6.6 

19.5 

3.5 

2.1 

0.6 

9.5 

2.8
3.0
0.8
2.7

国 民 総 所 得 579.8 595.0 609.9 4.1 2.2 2.6 0.6 2.5 1.8
労 働 ・ 雇 用 万人 万人程度 万人程度 ％ ％程度 ％程度
労 働 力 人 口 

就 業 者 数 

雇 用 者 数 

完 全 失 業 率

6,897 

6,706 

6,013 

％ 
2.8

6,915 

6,738 

6,056 

％程度 
2.5

6,920 

6,753 

6,067 

％程度 
2.4

△0.1 0.3 0.1
0.1 0.5 0.2
0.2 0.7 0.2

生 産 ％ ％程度 ％程度
鉱 工 業 生 産 指 数・ 増 減 率  5.8 4.0 2.3

物 価 ％ ％程度 ％程度
国内企業物価指数・変化率  

消 費 者 物 価 指 数 ・ 変 化 率  

G D Pデフレーター・変化率  

7.1 

0.1 

△0.1 

8.2 

3.0 

0.0 

1.4
1.7
0.6

国 際 収 支 兆円 兆円程度 兆円程度 ％ ％程度 ％程度
貿 易 ・ サ ー ビ ス 収 支  

貿 易 収 支 

輸 出 

輸 入 

経 常 収 支 

△6.5 

△1.6 

85.6 

87.2 

20.3 

△23.7 

△19.6 

101.6 

121.4 

8.3 

△28.1
△23.3
105.4 

128.7 

7.3

25.2 18.7 3.7
35.0 39.2 6.1

経 常 収 支 対 名 目 Ｇ Ｄ Ｐ 比 ％ 
3.7

％程度 
1.5

％程度 
1.3

（注１）　消費者物価指数は総合である。
（注２）　世界GDP（日本を除く。）の実質成長率，円相場，原油輸入価格については，以下の前提を置いている。
　　　　測あるいは見通しを示すものではない。

令和３年度
（実績） 令和４年度 令和５年度

世界GDP（日本を除く。）の
実質成長率（％） 

円相場（円／ドル） 

原油輸入価格（ドル／バレル） 

6.4 

112.4 

76.3 

2.1 

138.5 

100.4 

2.3

142.1
89.1

（備考）　1.　世界GDP（日本を除く。）の実質成長率は，国際機関等の経済見通しを基に算出。
　　　　2.　円相場は，令和４年11月１日～11月30日の期間の平均値（142.1円／ドル）で同年12月以降一定と想定。
　　　　3.　�原油輸入価格は，令和４年11月１日～11月30日の期間のスポット価格の平均値に運賃，保険料を付加した値（89.1ドル／バレル）で同年12月以降一定

と想定。
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法人企業景気予測調査からみた景気動向の見通し

は　じ　め　に

　法人企業景気予測調査は，我が国経済活動の主要部分を占
める企業活動を把握することにより，経済の現状及び今後の
見通しに関する基礎資料を得ることを目的として，資本金
１千万円以上の法人を対象に，企業活動の現状と先行き見通
しに対する経営者の判断を調査している。平成16年４～６月
期から内閣府・財務省の共管により，財務（支）局・財務事
務所等を通じて年４回実施しており，調査の結果は，３月，
６月，９月，12月の上～中旬に公表している。
　また，平成31年４～６月期からは，「統計改革の基本方針」
（平成28年12月経済財政諮問会議決定）や景況判断という統
計目的を踏まえ，効率化等の観点から，調査項目の大幅な削
減，「アンケート項目」の充実，調査対象法人数の削減等の
抜本的な見直しを実施している。
　本稿は，令和５年１～３月期調査の結果から，企業活動の
現状と先行き見通しに対する経営者の判断を紹介するもので
ある。
（注）調査の概要
１�．調査対象：資本金１千万円以上の法人（電気・ガス・水
道業及び金融業，保険業は資本金１億円以上）

２�．調査方法：財務（支）局・財務事務所等を通じた郵送自
計及びインターネットを活用したオンライン調査

３�．調査客体：約14,400社を四半期別法人企業統計調査の客
体から抽出

４�．調査項目
　　　⑴�　判断調査：貴社の景況，国内の景況，従業員数な

ど合計７項目
　　　⑵�　計数調査：売上高，経常利益，設備投資など合計

７項目
５．集計方法：資本金階層別，業種別による母集団推計

１．貴社の景況（表１）

　令和５年１～３月期の「貴社の景況判断」BSI（「上昇」
－「下降」社数構成比）を全産業でみると，大企業，中堅企
業，中小企業いずれも「下降」超となっている。先行きを全
産業でみると，大企業，中堅企業は４～６月期に「上昇」超
に転じる見通し，中小企業は「下降」超で推移する見通しと
なっている。
　大企業について業種別にみると，製造業では，化学工業，
食料品製造業などで「下降」超となったことから，全体では
「下降」超となっている。非製造業では，サービス業，建設
業などで「上昇」超となったことから，全体では「上昇」超
となっている。
　※�　本調査の結果を判断するにあたっては，景況判断 BSI
は前期に比べ上昇したか，下降したか，その変化方向を
表し，水準を表すものではないことに注意を要する。

２．国内の景況（表２）

　令和５年１～３月期の「国内の景況判断」BSI（「上昇」
－「下降」社数構成比）を全産業でみると，大企業，中堅企
業，中小企業いずれも「下降」超となっている。先行きを全
産業でみると，大企業は４～６月期に「上昇」超に転じる見
通し，中堅企業は７～９月期に「上昇」超に転じる見通し，
中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっている。

３．雇　　　用（表３）

　令和５年３月末時点の「従業員数判断」BSI（期末時点で
の「不足気味」－「過剰気味」社数構成比）を全産業でみる
と，大企業，中堅企業，中小企業いずれも「不足気味」超と
なっている。先行きを全産業でみると，大企業，中堅企業，
中小企業いずれも「不足気味」超で推移する見通しとなって
いる。
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４．�令和４年度における設備投資計画（方針）
と実績見込みとのかい離の理由（表４）

　令和４年度における設備投資計画（方針）と実績見込みとの
かい離の理由を，重要度の高い順に全産業でみると，大企業，
中堅企業は「当初の計画（方針）どおりのため，特に理由なし」，
中小企業は「景気や業況の見通しの変化」が第１位となっている。
　第２位は，大企業，中堅企業は「景気や業況の見通しの変
化」，中小企業は「設備投資にかかるコストの変化」となっ
ている。第３位は，大企業，中堅企業は「設備投資にかかる
コストの変化」，中小企業は「当初の計画（方針）どおりの
ため，特に理由なし」となっている。

５．�令和４年度における利益配分のスタン
ス（表５）

　令和４年度における利益配分のスタンスを，重要度の高い
順に全産業でみると，大企業，中堅企業は「設備投資」，中
小企業は「従業員への還元」が第１位となっている。
　第２位は，大企業は「株主への還元」，中堅企業は「従業
員への還元」，中小企業は「内部留保」となっている。
　第３位は，大企業，中堅企業は「内部留保」，中小企業は「設
備投資」となっている。

６．�令和４年度における売上高，経常利益，
設備投資の見込み（表６）

　令和４年度における売上高は，全産業で前年度比6.5％の
増収見込みとなっている。これを業種別にみると，製造業で
は，自動車・同附属品製造業，化学工業などが増収見込みと
なることから，全体では7.7％の増収見込みとなっている。
非製造業では卸売業，サービス業などが増収見込みとなるこ
とから，全体では6.0％の増収見込みとなっている。
　経常利益は，全産業で前年度比3.5％の増益見込みとなっ
ている。これを業種別にみると，製造業では，自動車・同附
属品製造業，情報通信機械器具製造業などが増益見込みとな
ることから，全体では1.5％の増益見込みとなっている。非
製造業では，運輸業，郵便業，サービス業などが増益見込み
となることから，全体では4.4％の増益見込みとなっている。
　設備投資（ソフトウェア投資額を含む，土地購入額を除く）
は，全産業で前年度比8.6％の増加見込みとなっている。こ
れを業種別にみると，製造業では，化学工業，情報通信機械
器具製造業などが増加見込みとなることから，全体では
16.3％の増加見込みとなっている。非製造業では，サービス
業，卸売業などが増加見込みとなることから，全体では4.7％
の増加見込みとなっている。

７．�令和５年度における売上高，経常利益，
設備投資の見通し（表７）

　令和５年度における売上高は，全産業で前年度比2.6％の
増収見通しとなっている。これを業種別にみると，製造業で
は3.6％の増収見通し，非製造業では2.3％の増収見通しとなっ
ている。
　経常利益は，全産業で前年度比1.2％の減益見通しとなっ
ている。これを業種別にみると，製造業では3.1％の減益見
通し，非製造業では0.3％の減益見通しとなっている。
　設備投資は，全産業で前年度比9.1％の増加見通しとなっ
ている。これを業種別にみると，製造業では20.1％の増加見
通し，非製造業では2.9％の増加見通しとなっている。
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表１　「貴社の景況判断」BSI（「上昇」－「下降」社数構成比）
（単位：％ポイント）

令和４年10～12月
前回調査

令和５年１～３月
現状判断

令和５年４～６月
見通し

令和５年７～９月
見通し

大
企
業

全

製

非

産

造

製 造

業 

業 

業 

0.7

△3.6

2.7

（1.8） 

（1.4） 

（1.9） 

△3.0

△10.5

0.6

（0.8） 

（1.5） 

（0.4） 

0.7 

△0.7 

1.4 

5.2

6.0

4.8

中 堅 企 業 4.7
（△1.0） 

△4.8
（2.6） 

3.1 6.1

中 小 企 業 △6.0
（△8.7） 

△17.4 （△ 3.7） △3.1 △1.2

（注）（　）書きは前回調査時の見通し。

表２　「国内の景況判断」BSI（「上昇」－「下降」社数構成比）
（単位：％ポイント）

令和４年10～12月
前回調査

令和５年１～３月
現状判断

令和５年４～６月
見通し

令和５年７～９月
見通し

大
企
業

全

製

非

産

造

製 造

業 

業 

業 

0.1

△3.2

1.7

（△2.8） 

（△1.1） 

（△3.6） 

△2.9

△7.4

△0.8

（0.3） 

（1.4） 

（△0.2） 

3.5 

2.0 

4.2 

4.3

4.6

4.1

中 堅 企 業 △1.8
（△9.5） 

△8.7
（△2.5） 

△1.0 4.3

中 小 企 業 △15.0
（△18.9） 

△18.7 （△10.3） △9.0 △4.8

（注）（　）書きは前回調査時の見通し。

表３　「従業員数判断」BSI（「不足気味」－「過剰気味」社数構成比）
（単位：％ポイント）

令和４年12月末
前回調査

令和５年３月末
現状判断

令和５年６月末
見通し

令和５年９月末
見通し

大
企
業

全

製

非

産

造

製 造

業 

業 

業 

21.3

15.2

24.2

（17.9） 

（12.8） 

（20.3） 

22.7

16.6

25.6

（12.9） 

（9.1） 

（14.7） 

15.9 

11.6 

18.0 

14.3

10.0

16.4

中 堅 企 業 35.3
（29.3） 

37.0
（24.1） 

29.3 26.1

中 小 企 業 28.1
（25.0） 

28.0
（20.6） 

24.3 22.9

（注）（　）書きは前回調査時の見通し。
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表４　令和４年度における設備投資計画（方針）と実績見込みとのかい離の理由
（回答社数構成比：％）

１位 ２位 ３位
当初の計画（方針）どお 景気や業況の見通し 設備投資にかかる37.9 36.4 31.9全 産 業 りのため，特に理由なし の変化 コストの変化
景気や業況の見通し 設備投資にかかる 当初の計画（方針）どお46.7 36.2 32.6製 造 業 の変化 コストの変化 りのため，特に理由なし
当初の計画（方針）どお 景気や業況の見通し 設備投資にかかる40.4 31.5 29.8非 製 造 業 りのため，特に理由なし の変化 コストの変化
当初の計画（方針）どお 景気や業況の見通し 設備投資にかかる42.7 42.3 33.3中 堅 企 業 りのため，特に理由なし の変化 コストの変化
景気や業況の見通し 設備投資にかかる 当初の計画（方針）どお60.5 41.5 34.1中 小 企 業 の変化 コストの変化 りのため，特に理由なし

大
企
業

（注）10項目中３項目以内の複数回答による回答社数構成比。

表５　令和４年度における利益配分のスタンス
（回答社数構成比：％）

１位 ２位 ３位

設備投資 58.5 株主への還元 56.1 内部留保 40.6全 産 業

新製（商）品・新技設備投資 71.8 株主への還元 59.7 49.8製 造 業 術等の研究・開発

株主への還元 54.3 設備投資 52.1 内部留保 47.2非 製 造 業

設備投資 51.9 従業員への還元 48.5 内部留保 44.2中 堅 企 業

従業員への還元 59.8 内部留保 48.0 設備投資 46.4中 小 企 業

大
企
業

（注）10項目中３項目以内の複数回答による回答社数構成比。

表６　令和４年度における売上高，経常利益，設備投資の見込み
［前年度比増減率：％］

全　　産　　業
製　　造　　業 非　製　造　業

（5.9） （8.0） （5.0）売 上 高 6.5 7.7 6.0
（3.0） （3.5） （2.7）経 常 利 益 3.5 1.5 4.4

（13.2） （22.0） （8.8）設 備 投 資 8.6 16.3 4.7 

（注１）売上高は金融業，保険業を含まない。（　）書きは前回調査結果。
（注２）設備投資はソフトウェア投資額を含む，土地購入額を除く。
（注３）令和３年度・令和４年度ともに回答のあった法人（売上高7,939社，経常利益8,600社，設備投資8,626社）を基に推計。
（注４）法人企業景気予測調査では，有形固定資産及びソフトウェアの新設額を設備投資として扱っている。

表７　令和５年度における売上高，経常利益，設備投資の見通し
［前年度比増減率：％］

全　　産　　業
製　　造　　業 非　製　造　業

売 上 高 2.6 3.6 2.3

経 常 利 益 △1.2 △3.1 △0.3

設 備 投 資 9.1 20.1 2.9 

（注１）売上高は金融業，保険業を含まない。
（注２）設備投資はソフトウェア投資額を含む，土地購入額を除く。
（注３）令和４年度・令和５年度ともに回答のあった法人（売上高6,096社，経常利益6,574社，設備投資6,876社）を基に推計。
（注４）法人企業景気予測調査では，有形固定資産及びソフトウェアの新設額を設備投資として扱っている。
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[環境設定／ユーザー情報ダイアログで個人と組織の情報を入力します。]


概要


文書のアクセシビリティの完全性を損なう可能性がある問題点が検出されました。


		手動チェックが必要: 2

		手動チェックに合格: 0

		手動チェックに不合格: 0

		スキップ: 1

		合格: 27

		不合格: 2




詳細レポート


		文書



		ルール名		ステータス		説明

		アクセシビリティ権限フラグ		合格		アクセシビリティ権限フラグの設定が必要

		画像のみの PDF		合格		文書が画像のみの PDF ではない

		タグ付き PDF		合格		文書がタグ付き PDF である

		論理的な読み上げ順序		手動チェックが必要		文書構造により論理的な読み上げ順序が決まる

		優先言語		合格		テキスト言語の指定

		タイトル		合格		文書のタイトルがタイトルバーに表示されている

		しおり		合格		大きい文書にしおりが存在する

		色のコントラスト		手動チェックが必要		文書の色のコントラストが適切である

		ページコンテンツ



		ルール名		ステータス		説明

		タグ付きコンテンツ		合格		すべてのページコンテンツがタグ付けされている

		タグ付き注釈		合格		すべての注釈がタグ付けされている

		タブの順序		合格		タブの順序と構造の順序が一致している

		文字エンコーディング		合格		確実な文字エンコーディングの指定

		タグ付きマルチメディア		合格		すべてのマルチメディアオブジェクトがタグ付けされている

		画面のちらつき		合格		ページで画面のちらつきが発生しない

		スクリプト		合格		アクセシブルではないスクリプトなし

		時間制限のある応答		合格		ページが時間制限のある応答を必要としない

		ナビゲーションリンク		合格		ナビゲーションリンクが繰り返し使用されていない

		フォーム



		ルール名		ステータス		説明

		タグ付きフォームフィールド		合格		すべてのフォームフィールドがタグ付けされている

		フィールドの説明		合格		すべてのフォームフィールドに説明がある

		代替テキスト



		ルール名		ステータス		説明

		図の代替テキスト		不合格		図に代替テキストが必要

		ネストされた代替テキスト		合格		読み上げられない代替テキスト

		コンテンツに関連付けられている		合格		代替テキストはいくつかのコンテンツに関連付けられている必要がある

		注釈を隠している		合格		代替テキストが注釈を隠していない

		その他の要素の代替テキスト		合格		代替テキストが必要なその他の要素

		テーブル



		ルール名		ステータス		説明

		行		合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある

		TH と TD		合格		TH と TD が TR の子である必要がある

		ヘッダー		合格		テーブルにヘッダーが必要

		規則性		合格		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある

		概要		スキップ		テーブルに概要が必要

		箇条書き



		ルール名		ステータス		説明

		箇条書き項目		合格		LI は L の子である必要がある

		Lbl と LBody		合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある

		見出し



		ルール名		ステータス		説明

		適切なネスト		不合格		適切なネスト
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